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　県民が一丸となって新型コロナウイルス感染防止に取り組む中、在沖米軍で新型コロナウイルスの感染者が急増
している。県の発表によると、７月 29 日までの在沖米軍の感染者数は、普天間基地 (宜野湾市 )108 人、キャンプ・
ハンセン(金武町、宜野座村、恩納村、名護市)120 人、キャンプ・マクトリアス（うるま市）１人、嘉手納基地（嘉手納町、
北谷町、沖縄市）8 人、キャンプ・フォスター（北谷町、北中城村、宜野湾市、沖縄市）２人、キャンプ・キンザー (浦添市 )
１人の計 240 人となっている。
　県内では在沖米軍由来が疑われる県民への新型コロナ感染も発生し、基地従業員をはじめ、基地周辺住民や県民
の不安と恐怖が高まり、県民生活と観光・経済活動等への悪影響が広がっている。
　在沖米軍は基地内だけでなく、約 3 分の 1 の関係者（軍人、軍属、家族等）が基地外で生活している。基地内で
あれば基地従業員との接触、基地外であれば県民等と接触している可能性が高く、本市の飲食街等にも米軍関係者
が出入りしている。然るに、米軍関係者の感染者は感染経路も、基地の外での行動履歴、濃厚接触者への措置、基
地内外の居住状況等も明らかにされていない。規準が明確でない中での米軍関係者の行動規制緩和は許されるもの
ではない。
　現在、日本はコロナの水際対策として、世界最大の感染国である米国からの入国を原則禁止している。しかし、
米軍基地を経由した米軍関係者の入国は、日本側の検疫を受けずに自由であり、このことが今回の感染者の急増に
つながっていると感染症専門家は指摘している。
　よって、本市議会は市民・県民の命と生活、観光と経済活動等を守るために、実効ある新型コロナウイルス感染
拡大防止へ、関係機関が下記事項を速やかに措置されるよう強く要請する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１ 基地外居住を含む全ての米軍関係者の感染経路、行動履歴、居住実態等の情報を迅速に開示すること。
２ 感染者と接触した可能性のある全ての県民等に対し、速やかに検査を実施すること。
３ 基地外居住を含む全ての米軍関係者の感染防止対策・検査を徹底し、感染者・濃厚接触者の基地内隔離を行うと
　 ともに、感染が収束するまで、米軍関係者の移動・外出を原則禁止とすること。
４ 日本人基地従業員の感染防止対策・検査を徹底し、健康、安全を確保するとともに 休業の際の補償を行うこと。
５ 国・県・米軍及び関係市町村による対策本部を設置し、各関係機関が連携して実効ある感染防止対策を実施する
　 とともに、感染状況や対応策等の情報を迅速に公開すること。
６ 米軍関係者の入国に際しては一定期間の隔離とともにＰＣＲ検査の実施を徹底すること。
７ 感染が収束するまで、米軍基地を経由した日本への入国については、安全保障上可能な限り原則禁止とすること。
８ 日米地位協定を抜本的に改定し、検疫法等の国内法を適用すること。
　 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。

　　　　                                        令和２年 (2020 年 ) ７月 30 日　　　　　　　　　　　　 那 覇 市 議 会

意見書あて先：内閣総理大臣、衆議院議長、参議院議長、新型コロナウイルス感染症対策担当大臣、 外務大臣、
　　　　　　　防衛大臣、沖縄及び北方対策担当大臣、沖縄県知事

決議あて先：米国大統領、米国国防長官、米国国務長官、駐日米国大使、在日米軍司令官、 在日米軍沖縄地域調整官、
　　　第３海兵遠征軍司令官、在沖米海兵隊太平洋基地司令官、嘉手納基地第 18 航空団司令官、在沖米国総領事

　※2面には、党那覇市議団の城間幹子那覇市長への「新型コロナ対策にかんする緊急申し入れ」全文を掲載しています。

　那覇市議会は7月 30日、7月臨時会の冒頭で、世界最大の新型コロナ感染国である米国から米軍基地を経由して
自由に入国する在沖米軍の関係者で新型コロナ感染が急増し、基地外での行動履歴も不明で、県民に不安と恐怖が高
まっているとして、「在沖米軍の実効ある新型コロナウイルス感染防止対策を求める意見書」と、「同決議」を全会一致
で採択しました。日本共産党古堅茂治市議団長は、文案の調整、作成をリード、他会派とともに力を尽くしました。

在沖米軍の実効ある新型コロナウイルス感染防止対策を求める意見書・決議

メール：jcp-naha@nirai.ne.jpコロナ問題など、お困りごとは、お気軽にご相談ください。


